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研究の概要（２００～３００字で記入、図・グラフは使用しないこと） 
本研究は、韓国の人権擁護をミッションとする団体による、人権の観点からの社会的バ
ルネラビリティに関わる社会的な問題提起を含めた多様な、実践的な支援の試みに着目し
た研究であり、社会福祉の「制度の谷間」にある人々への支援の形成への示唆を得ること
を目的としたものである。社会的バルネラブルクラスに位置づく人びとへの支援の形成に
あたっては、課題の存在について社会的認知を得ることが重要である。諸団体の調査から、
相談活動を通しての偏見・差別の実態の蓄積、それによる潜在化し見えない課題の可視化、
生の声を発信することでの当事者同士の問題意識の共有化、訴訟による権利の獲得、調査
を通した課題の明示化等の戦略を見い出した。  
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 
本研究は科研費「移住生活者の生活支援と移民政策における福祉課題の位置づけに関す
る日韓比較研究」（ 2009 年度 -2013 年度）の研究成果を踏まえたものである。同研究では、
韓国の外国人移住生活者支援に関わる研究を進める中で韓国 においてオーバーステイによ
る非正規滞在の外国人労働者（未登録外国人労働者）に対しても、民間の人権擁護をミッ
ションとする団体により人権の観点から社会的な問題提起を含めた実践的な支援が試みら
れていることを見出した。また、韓国での調査を進めるなかで、人権を団体名に掲げたり、
ミッションとしている団体が多いことに気づいた。その背景 には韓国の政治的民主主義の
発展が「女性、障害者、そして外国人など、儒教的文化と伝統、そして社会的マジョリテ
ィを構成する健常者と国民の論理に抑え込まれてきたマイノリティもしくは社会的脆弱者
の自己主張あるいは権利主張」を可能にしたという指摘がある 1。人権擁護の観点からの
社会的な問題提起を含めた実践的な支援の試みは、こんにちの社会福祉の「制度の谷間」
にある人々への支援の形成にとって多くの示唆を与える。すなわち制度的な社会福祉など
の課題として位置づけの困難な人びとへの支援の形成にあたっては、その人びと が日々の
生活を営む上で生じている課題の存在について社会的認知を得ることが重要である。本研
究では、韓国での社会的バルネラビリティをめぐる人権擁護団体による支援活動について 、
その支援の論理や認知を得るための戦略を明らかにすることを目的に、具体的には、性的
少数者支援団体、国家人権委員会、高齢者自殺予防センター 等への調査を実施した。  
性的少数者の当事者による運動団体・研究会に対して、設立経緯や活動内容等の聞き取
り調査を行った。レズビアン相談所は相談を通して、性的少数者たちが受ける偏見・差別
の実態を蓄積することによって潜在化し見えない課題を「可視化」する戦略をとっている。
また生の声を発信することで当事者同士の問題意識の共有化を図っている。 QUV（ Queer 
University、大学少数者の集まり連帯）は首都圏の大学を中心とした大学内の性的少数者
団体の連合組織で、差別禁止法制定に関連する共同行動のために大学のサークル代表が出
会ったことがきっかけになり、2014 年から各大学のサークル代表が集まり設立・運営され
ているが、緩い形の連帯として始められている。QUV は人権運動に関心を持ち、メンバー
の合意に基づいて人権問題に対して活動し、その活動内容としては大学内での授業等での
差別発言の告発等が行われている。エンパワメントの強化が関心事とされ「  それぞれの人
生と、その中に存在する危機に対処していき、主体的に生きていくことができるかに焦点
を当てる」としている 2。 SOGI(Sexal  Orientation  and Gender Identity )法政策研究会の
他団体との大きな相違点は研究会の会員である 10 人の弁護士による訴訟を通した変革の
戦略にある。また常勤の研究員による調査研究は課題の明示化に貢献している。  
ソウル特別市の市民団体青い人びとでは近年の人権に関わる動向について聞き取りを行
った。青い人は政府の施策と一線を画し、当事者のエンパワメントとコミュニティを基盤
とした支援を志向し地道な活動を続けてきた団体であり、対抗的公共圏としての実践変革
型コミュニティモデルの一例と考えられる。  
高齢者自殺が深刻な社会問題となっている京畿道の、道、市郡の自殺予防センターで聞
き取り調査を実施した。京畿道は独自の高齢者の自殺予防体制を構築しおり、国の仕組み
としての精神健康増進センターに設置される自殺予防センターと、それとは別に道独自に
保健福祉局老人福祉課が管掌する老人自殺予防センターを設置している。設置主体は異な
るものの現場レベルでの分業的な連携が実践されている。自殺予防の対象とする階層は低
所得あるいは現在の自分の独立した生活が困難な低所得者が自殺脆弱層として認識されて
いる。この点で精神保健的な対応だけでは十分ではなく、緊急時対応後の社会福祉の支援
につなげることが課題となる。医療的な措置が必要な場合には自殺予防センターと連携し、
人権の観点や福祉的な対応が必要な場合には老人自殺予防センターの協力が求められる。  
国家人権委員会は、2001 年に韓国国家人権委員会法が制定され、同年に独立性のある委
員会として設置された組織であり、社会的少数者が差別に抗議したり権利主張する環境を
整備してきている。しかしその対象となるのが制度的に規定されている事象でなければ勧
告などの対象とならいという点にその限界がある。  
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研究成果の概要（つづき） 
パク ·ジヨン（박지영）は、人権の観点から「人権脆弱階層」の自殺問題について指摘し、
社会的側面にアプローチし、制度的側面での脆弱階層が経済的、特に所得面での脆弱階層
に集中していること、自殺危険性のみられる脆弱階層を厳密に分析すれば人権の脆弱階層
だと指摘する。自殺の議論において脆弱階層は、ある個別的条件や社会的認識とセーフテ
ィネットの未成熟による差別、不平等、不公平な状況に継続的にさらされており、時間の
経過につれて基礎生活や生活の質への脅威を受ける階層であるとする。人権の観点や定義
を反映すると、自殺脆弱層は非自発的失業と労働の仕組みの矛盾により労働機会と労働権
の制約、侵害を受けている人々であり、社会の認知や受容することを拒否されたり、差別
的状況に置かれている高齢者、障害者、性的少数者などが該当し、また社会的セーフティ
ネット (基礎生活、医療、犯罪など )からの積極的あるいは十分な保護を受けることができ
ない虐待、暴力、犯罪被害者などが代表的な例だとしている 3。  
社会には目に見える異質性と、気づきのないことによって見えない異質性もある。異質
な主体の協働を基にした生活の場でのコミュニティの構築は、生活課題認識を共有するこ
とから始まる。本研究が対象としてきた性、年齢等の個人の属性に関わり、それぞれの個
人が異質な存在であることを顕在化させる社会において、生きづらさを抱えながら日々の
生活を営む人びとが自らのことを自ら決することのできる主体性の確立、そのための当事
者の自己決定やエンパワーメントへの支援環境の整備、それぞれの意思を尊重することと
同時にそれぞれの違いを尊重することへの合意の確立等がコミュニティを基盤とした福祉
のあり方を探究する私たちに課せられた課題といえる。本研究が対象とした人びとは社会
的バルネラブルクラスに位置づく。社会的バルネラブルクラスとは、現代社会に特徴的な
社会・経済・文化のありように関わって人々の生存、健康、生活、尊厳、つながり、シテ
ィズンシップ、環境が脅かされ、あるいはその恐れのあるような状態にある人びとの集団
や社会階層をいう 4。本研究は、いまだ福祉の問題としては認識されていない人権問題が、
擁護されるべき人権としての認識をどのような主体により提起され、どのような実践によ
り社会的認識の共有化が図られていくのかという関心に基づく研究であ った。人権意識の
高まりは、社会における差別事象への認識を高め、新たな課題提起へとつながる。韓国で
いまだ偏見・差別の強い性的少数者の当事者団体への調査では、相談活動を通しての偏見・
差別の実態の蓄積、それによる潜在化し見えない課題の可視化、生の声を発信することで
の当事者同士の問題意識の共有化、訴訟による権利の獲得、調査を通した課題の明示化等
の戦略を試みていた。なお、近年の韓国ではマウル（ムラ、マチ、共同体）への関心が高
まっており「市民あるいは住民が、自分たちが生活する場を拠点に、生活の必要を解決す
るために自ら主導し、自分たちの資源（お金、知恵、汗、情報）を出し合い、自らリスク
を引き受け、共の領域及び共助の領域を形成して広げていくときに得られる」ものをマウ
ル公共性として定義している 5。 2015 年度に採択された科研費「韓国の社会的バルネラブ
ルクラス支援にみる実践変革型コミュニティ形成に関する研究」では、支援の場について
社会変革の契機となる活動・連帯の場を臨床コミュニティ、権利獲得に向けた実践のため
の対抗的公共圏となる場を実践変革型コミュニティと呼び、前者から後者への展開過程の
モデル化を図ることを試みる。マウル公共性という視点と実践にも着目していきたい。  
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